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1. はじめに 
平成 20 年に閣議決定された第二次循環型社会

形成推進基本計画にて，狭い地域で循環可能な資

源は極力地域内で循環させ，それが困難なものに

ついてはより広域で循環させる「地域循環圏」の

考え方が示された．これに則し，三重県において

も産業廃棄物の発生抑制・有効活用の促進を図っ

てきており，三重県工業研究所では平成 29 年度か

ら「地域循環圏の形成に向けた産業廃棄物に関す

る調査研究」を行ってきた 1-4)． 

平成 30 年に閣議決定された第五次環境基本計

画において，「地域循環圏」は「自然共生圏」の理

念を包含する「地域循環共生圏」の考え方に統合

されたが，地域における資源循環の重要性は変わ

らず，三重県工業研究所では令和 3 年度から「産

業廃棄物の発生抑制・低減化に関する調査研究」

を進めてきている 5)．ここでは，その最新の進捗

状況の概要を報告する． 

 

2. 事業の実施状況 

2.1 概略 
 令和 4 年度は，26 社を訪問しヒアリング・サン

プリングを行うとともに，各種調査や分析評価，

可能性試験を行った．以下に，調査及び分析評価

の実施例について一例ずつ述べる． 

 

＊  ものづくり研究課 

＊＊ プロジェクト研究課 

2.2 調査実施例：太陽光発電パネルのリサ

イクル用途調査 
 平成 24 年より始まった固定価格買取（FIT）制

度により，我が国における太陽光発電パネルの設

置が急速進んだ．その一方で，今後大量の太陽光

パネルの廃棄が見込まれており，2039 年（令和 21

年）頃には年間 80 万 t 程度になるとする試算もあ

る 6)．これは年間の産業廃棄物最終処分量全体（平

成 24 年度実績）の 6 %に相当する量であり，処分

場の逼迫が懸念される． 

太陽光発電パネルの構成部材としては，重量比

で 60-80 %程度をガラスが占める 7-8)ことから，そ

のリサイクルを図ることが最終処分量を低減する

上で重要である．ガラスの主成分は二酸化珪素

（SiO2）であり，その純度が高ければ，高品位の

SiO2源としてリサイクルできる可能性が高まる．

我々のこれまでの調査研究 2)において，SiO2 含有

率が 90 % 以上あれば，軽量発泡コンクリート製

品（ALC）に利用できる可能性がある．しかしな

がら，太陽光パネルのガラスの組成を分析した報

告 9)によると SiO2 含有率は 70 %程度に留まり，

ALC への応用は難しい．ガラスのリサイクル用途

としては発泡体化 8)等も検討されており，今後よ

り広く調査を進めることで，最適なリサイクル用

途を探索していく必要がある． 

2.3 分析評価実施例：混合プラスチック廃

棄物の分析方法の検討 
 令和 4 年より「プラスチックに係る資源循環の



三重県工業研究所 研究報告 No.47 (2023) 

- 119 - 

促進等に関する法律」が施行され，事業者等にプ

ラスチックの排出抑制・再資源化が求められると

ともに，容器リサイクル法（容リ法）ルートを活

用した回収が可能になった．容リ法ルートで回収

されるプラスチック廃棄物は混合物であり，リサ

イクル活用するためにはその組成を把握すること

が重要である．プラスチックの生産量，また容器

包装への使用量から考えて，回収されるプラスチ

ックの大半は，ポリエチレン（PE）とポリプロピ

レン（PP）からなると思われる．また汎用プラス

チック中で PE と PP のみは比重が 1 より軽く，水

を用いた比重選別を行ってもこの 2 者は分離でき

ない．そこでまず，この 2 者の組成比を簡易に分

析することを検討した． 

 プラスチック製容器包装再生処理ガイドライン
10)では，混合プラスチック廃棄物中の PE 及び PP

の組成（純度）は，核磁気共鳴装置（NMR）を用

いて測定することとされている．この手法は，試

料を溶媒に溶かした溶液系で均質な分析ができる

点で優れている．しかし，NMR は導入及び維持管

理に多大なコストがかかるため，事業者が保有し

ている例は少ない．そこで，より簡便な装置で混

合プラスチック廃棄物中の PE及び PPの組成が分

析できないか検証した．NMR に代わる装置として

は，フーリエ変換赤外分光計(FT-IR)や示差走査熱

量計(DSC)などが検討されている 11-13)．本事業で

はこれらの装置に加え，以前にこれらの装置とと

もに樹脂材料の結晶化度評価に用いた 14)X 線回折

装置(XRD)についても検証した． 

 既知量の PEと PPを混合し一軸押出混練したモ

デル試料を作製し，FT-IR，DSC 及び XRD で測定

した．PE については，大きく低密度ポリエチレン

（LDPE）と高密度ポリエチレン（HDPE）に大別

でき，これら PEの種類の違いにより FT-IRや DSC

を用いた際に検量線の感度係数が変動することで

見積られる PE 組成の誤差が大きくなってしまう
12,13)．そこで，2 種類の PE を用いた別々のモデル

試料（LDPE と PP の混合物／HDPE と PP の混合

物）を作製し，その差についても検証した． 

 その結果，以下のことが分かった． 

・FT-IR では，ごく少量（2 mm 角）の固体試料の

最表面のみの測定であるため，混合物であるプ

ラスチック試料のどの部分を測定するかによっ

て得られるデータの変動が大きくなる．但し FT-

IR では迅速な測定ができるため，1 つの試料か

ら多くの測定点（N 数）をとることで違いを平均

化し，その試料を代表する結果を得ることが可

能である．また，PE の種類による変動に対して

は，変動の小さいピーク（波数）を選ぶことであ

る程度対応が可能である 

・DSC では，試料量は少量ではあるが溶融状態で

の測定となり，更に 2 度目の昇温時のピークを

解析することにより結晶化の条件も揃った比較

的変動の小さいデータを得ることができる．但

し FT-IR よりも試料の秤量や測定に時間がかか

り，迅速な測定はできない．また，PE の種類に

よる変動は大きいが，DSC 測定では LDPE と

HDPE でピーク位置（融点）が異なるため，PE の

種類を識別して対応することは可能と考えられ

る 

・XRD では，固体試料の測定になるが，FT-IR よ

り大面積かつ X 線侵入深さも深いため，変動の

小さいデータを得ることができる．但し，XRD の

ピークは結晶化度により大きく変化するため，

一定の条件で PE 及び PP 組成を測定するために

は，事前に熱処理を行うなどの工夫が必要にな

る．また，PE の種類による変動は大きい 

以上をまとめると，表 1 のようになる． 

 

3. まとめ 

 本事業により，ヒアリング・調査・分析評価・

可能性試験等を行った．今後もこれらの事例を積

み上げ，実施数を増やすことで，数多く雑多な種

類のものが排出される廃棄物に対し，その利活用

の選択肢を増やし，地域循環共生圏の形成につな

げていきたい． 
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表 1 混合プラスチック廃棄物の分析手法の比較 

手法 利点 課題 PE の種類による変動 

フーリエ変換 

赤外分光計 

(FT-IR) 

迅速に測定が可能 

固体試料のごく一部 

（表面）の分析 

→ N数で対応可能 

ピーク波数を選べばある

程度対応可能 

示差走査熱量計

(DSC) 
溶融状態での均質な測定 

試料の秤量・測定に時間

がかかる 

変動大きい 

→ 融点で識別は可能 

X 線回折装置

(XRD) 
大面積での均質な測定 

結晶化度の影響大 

→ 熱処理が必要 
変動大きい 

 


